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■力強い消費を背景に景気回復は継続 

インドネシアの実質 GDP 成長率は、1～3 月期に前年

同期比＋5.0％と、前期（同＋5.0％）に続いてコロナ前と

同程度の成長ペース（2019 年：同＋5.0％）に復帰してい

る（右上図）。需要項目別では、民間消費が前年同期比

＋4.4％と、前期の同＋3.5％から伸びを高め、全体を押し

上げた。年初に新型コロナの感染者数が急増したもの

の、政府はウィズコロナ政策のもとで厳格な活動規制を

とらなかった。それにより人出の落ち込みが避けられたこ

とから、個人消費は増加基調を維持した。 

4 月に入ってから人出はさらに増加しており、消費活動

が活発化している。4 月の消費者信頼感指数は前月から

上昇する等、消費者マインドも改善しており、好調な消費

を下支えしている。イスラム教断食明け大祭（5 月 2～3

日）前後の長期休暇では、移動制限が大幅に緩和された

ことから、多くの人が帰省や旅行に出かけた模様であ

る。製造業 PMI は景況感の分岐点となる 50 を 8 ヵ月連

続で上回っており、生産活動も持ち直しが続いている。内

需を中心に景気の回復基調は当面続く見込みである。 

 

■インフレ補助金で財政負担が増大 

一方、物価の上昇が、社会不安を高めている。複数の

世論調査によると、物価高騰を理由に大統領の支持率

が急落しており、抗議デモも相次いでいる。こうした状況

下、政府による物価対策が重要性を増している。 

これまで政府による燃料補助金でガソリン価格が抑制

されてきたことから、インフレ率は低位で推移してきた。しかし、ウクライナ危機による各種商品市況の高騰を背

景に、エネルギー価格に加えて食料品の価格も上昇している。4 月のインフレ率は前年同月比＋3.47％に達し

た（右下図）。 

インフレ率を抑えるためには補助金による価格統制がインドネシアの常套手段であるが、それにより財政負担

の増大が懸念される。米国が利上げを加速し、インドネシア通貨にも下落圧力が高まっていることから、輸入価

格はさらに上昇し、政府の補助金負担を高める可能性がある。インドネシア政府は、コロナ対策の支出増で一

時的に財政赤字の上限を撤廃しており、一般に禁じ手とされる中銀による国債の直接引き受けも実施してきた。

財政の健全性が一段と低下することにより、長期金利が急騰すれば、利払い費の増大を招き、財政をスパイラ

ル的に悪化させるリスクがある。 
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